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1. はじめに 

平成 29 年 7 月九州北部豪雨で被災した福岡県東峰村

は，被災後の住民協議会で全地域を大字単位の 4 地域に

分け，復興に対する住民の意見や被災状況の把握に努め

てきた。その中で災害時の避難計画は「自助」，「共助」

の観点から集落ごとの細かいレベルで考える必要がある

が，各集落独自の自主防災マップは統一されておらず集

落を超えた範囲での活用は難しい。そこで筆者らは村全

域で統一した地区防災マップを作成し，災害時の集落・

行政区間の連携を強めるとともに村内の全 15 行政区の

防災力の向上を目的とした災害リスクコミュニケーショ

ン（以下，RC）を実施している。 

防災サイクルは一般に災害予防，災害応急対策，災害

復旧・復興の段階に区分される。本研究では，これまで

実施してきた災害予防段階における災害 RC を被災した

東峰村を対象に，災害復旧・復興段階に適用させる手法

について検討し，その改良を行う。 

2. 災害予防段階の災害 RC 

 これまで住民参加型の防災ワークショップの取り組み

は多くの自治体で実施されてきている。その中でも防災

マップを作成する取り組みの課題としては，「収集情報

の精度の検証が不十分」，「収集情報の更新がなされな

い」，「ワークショップの不参加者への情報共有がなされ

ない」ことなどが挙げられる 1),2),3)。 

 これらの課題に対して筆者らのグループが福岡県糸島

市での取り組みで開発した災害 RC の手法 4)では，専門

家・行政・住民の三者での情報確認を複数回行い，情報

の精度を高めるとともに地理情報システム（GIS）を活

用した情報のデジタル化により，情報の管理・更新，マ

ップの作成を容易とし，不参加者へもマップを配布する

ことで情報共有の改善を図っている。また，住民とのワ

ークショップ形式による作業では GIS に加え，紙媒体を

用いることで，参加者の多くを占める高齢者に対する作

業性の課題 2)に対しても改善を図っている。 

本研究では，地域防災力の向上と情報管理の効率化を

目指した糸島市での手法を基本とし，改良を行うことと

する。 

3. 災害復旧・復興段階の災害 RC 

 本研究における災害 RC は糸島市での流れを踏襲して

いる（図-1）。本研究では，主に「事前まちあるき」，

「事後まちあるき」と「第一回 RC」において改良を加

えた。変更点・改良点の概要を，表-1に太字・下線で

示す。 

 

 

 

 

 

 

図-1 災害 RC の概要 

表-1 災害 RC の改良点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の災害リスクコミュニケーションの流れ

・地理空間情報の整理・収集

・GISによる調査分析・机上検討

・専門家・行政・住民による事前まちあるき

・地域の被災状況と災害リスクの点検

・位置情報付き写真を収集

・G空間情報収集システム（Android版）の活用

・住民代表者との打ち合わせ（区長説明会）

・事前まちあるきで収集した情報をGIS上に整理

・収集情報をG空間情報システム（PC版）に格納

・専門家が行政区内の地質地形情報をもとに地域の成り立ち・起こりうる災害等について
　説明

・行政が作成した土砂災害ハザードマップについて説明

・指定避難所・指定緊急避難場所について説明

・収集情報を表示した地図を用いたワークショップの実施

（住民による情報の確認，修正，追加）

・住民から空き家，居住人数，災害時要配慮者の情報を抽出

・専門家の立場より災害時必要と思われる情報に関して住民に質問

・事前まちあるき時に収集した位置情報付きの写真を用いた地域の危
　険箇所の提示

・住民の立場より危険箇所を含めた災害時に必要と思われる情報の抽出

・地震，土砂災害，洪水時の一次避難場所について説明

・地震，土砂災害，洪水の3つの災害に分けた一次避難場所案・避難経路案の決定

・住民により決定された一次避難場所案・避難経路案を住民自身が発表

・第一回リスクコミュニケーションで収集した情報をGIS上に整理

・収集情報をG空間情報システム（PC版）に格納

・専門家・行政・住民代表者による第一回リスクコミュニケーションで住民から得た情報

　の整合性を確認するため事後まちあるきを実施

・事後まちあるきで危険箇所等の位置情報付きの写真を収集

・G空間情報収集システム（Android版）の活用

・第一回リスクコミュニケーションの振り返り

・位置情報付きの写真を用いた事後まちあるき結果報告

・避難経路・一次避難場所候補の提示

・GISを用いて地区防災マップの凡例の説明

・地区防災マップの提示・誤った情報の確認・修正

・住民を中心とした記載情報の選択・追加

・一次避難場所の利点と問題点の提示

・住民・行政・専門家の一次避難場所，避難経路に関する意見交換

・一次避難場所・避難経路の決定

・避難経路・一次避難場所・危険箇所情報の災害時活用方法の説明
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以下に主たる改良点の詳細について示す。 

(1) まちあるきの改良 

 東峰村では「事前まちあるき」に特に重きを置く。こ

れは災害発生箇所や危険箇所など収集する情報の多さの

影響もあるが，東峰村では災害の経験から地域の災害リ

スクに関心・不安のある住民が多いため，情報収集だけ

でなく地域の隅々まで安全点検を行うことで住民の不安

を専門家が解決できる場にもなるためである。これによ

り，従来では専門家と行政のみによる地域の危険箇所の

把握に留まっていたが，今回は専門家・住民・行政によ

る住民に寄り添った細かな調査・点検が実現した。 

 また，改良点として「G 空間情報収集システム」5)を

「事前まちあるき」，「事後まちあるき」で活用したこと

が挙げられる。本システムの利点は現地の情報をタブレ

ット端末で撮影した写真と共にデジタルデータとして保

存でき，航空写真や地形分類図・収集情報などをレイヤ

ーとして基盤地図上に重ねることができる点（図-2）で

ある。これにより現地調査の際に収集した災害の記録や

調査内容の管理・整理がしやすく，撮影した写真の情報

が後からでも理解しやすいものになり，今後の情報収集

の際にも比較することができる。また地域の理解の補助

となり，災害発生箇所などを災害前後の航空写真と実際

の様子とで比較することで，情報の取りこぼしを減らす

ことができた。 

 さらに「事後まちあるき」では，「事前まちあるき」

と「第一回 RC」で得た情報を GIS で整理し，それぞれ

分けてシステムに格納することで「事後まちあるき」時

に収集した情報を参照しやすくなり，作業性が向上し

た。 

(2) 第一回 RC の改良 

 災害予防段階における「第一回 RC」では，住民から

地域の危険箇所についての情報を収集する過程で，「事

前まちあるき」で収集した情報を住民に敢えて見せない

ようにしており(図-3)，地域に起こる災害をイメージし

てもらうことで，住民の自由な意見を引き出すことを狙

っていた。一方で復旧・復興段階にある東峰村において

は，住民は災害に対するイメージができているため，災

害をイメージすることよりも住民の持つ災害の記憶や情

報を，筆者らが分類した情報・項目に当てはめて地図に

落とし(図-4)，収集していくことが重要であると考え，

「事前まちあるき」の情報を基盤地図上に反映させたも

のを作業に用いた。 

これにより「事前まちあるき」の情報を住民に確認・

修正してもらうことで情報の再確認ができ，情報の精度

向上や，更なる地域の詳細情報を住民から引き出すこと

ができる。 

4. おわりに 

 本研究では，災害予防段階の災害 RC の手法を災害復

旧・復興段階に適用するために，これまでの災害 RC の

手法の改良を試みた。特に「事前まちあるき」，「第一回

RC」，「事後まちあるき」の各工程で住民の災害の経験

を考慮した改良や，「G 空間情報収集システム」を活用

したことで，調査・ワークショップの高度化・効率化が

実現し，災害復旧・復興段階の災害 RC の手法を確立で

きた。 
                                                             
 

図-2 情報収集システムによる収集状況 
（タブレット画面）                                                                     

図-3 従来の第一回 RC 作業用地図 
                                                                   

図-4 東峰村での第一回 RC 作業用地図 
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